
さつま町建設計画　新旧対照表

頁 項　目

　１頁 序　章　計画策定の方針

２　計画期間

３９頁 第５章　新町の主要施策
２　分野別施策・主要事業

【主要事業】　学校教育

４１頁

【主要事業】　情報通信

４８頁

２　公共施設の配置と整備

第６章　公共施設の適正配置
と整備

新 旧（現行）

本計画における建設の基本方針は，将来を展望
した長期的な視野に立つものとし，主要施策，公
共施設の適正配置と整備及び財政計画は，合併年
度及びこれに続く20年間の期間について定めるも
のとします。

本計画における建設の基本方針は，将来を展望
した長期的な視野に立つものとし，主要施策，公
共施設の適正配置と整備及び財政計画は，合併年
度及びこれに続く15年間の期間について定めるも
のとします。

（３）教育と文化の薫る生涯
学習推進のまち

　新町学校教育基本方針の策定(教育振興プロジェクト)
　地域に開かれた学校づくり推進事業(教育振興プロジェクト)

　情報化教育推進事業　　　　(教育振興プロジェクト)

　通学区域の調整　　　　　　(教育振興プロジェクト)

　学校教育施設・設備整備充実事業
　「心の教室相談員」配置事業
　外国語指導助手招致事業

など　

　新町学校教育基本方針の策定(教育振興プロジェクト)
　地域に開かれた学校づくり推進事業(教育振興プロジェクト)

　情報化教育推進事業　　　　(教育振興プロジェクト)

　通学区域の調整　　　　　　(教育振興プロジェクト)

　学校教育施設・設備整備充実事業
　小・中学校再編準備事業
　「心の教室相談員」配置事業
　外国語指導助手招致事業

など　
　地域情報化推進体制の整備 　地域情報化推進体制の整備
　情報公開制度システムの構築 　情報公開制度システムの構築

など　

（４）自然と調和した便利で
快適なまち

　住民参加型情報ネットワーク構築事業 　住民参加型情報ネットワーク構築事業
　光ブロードバンド基盤整備事業 など　

　総合型地理情報システム整備事業 　総合型地理情報システム整備事業
　公的認証サービス事業 　公的認証サービス事業

公共施設の適正配置と整備については，効率的
な活用や整備・運営を進めていく必要があること
から，公共施設等総合管理計画等に基づき，住民
生活に急激な変化を及ぼさないよう十分に配慮
し，地域の特殊性や地域間のバランス，財政状況
等を考慮しながら検討していきます。

公共施設の適正配置と整備については，効率的
な活用や整備・運営を進めていく必要があること
から，住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十
分に配慮し，地域の特殊性や地域間のバランス，
財政状況等を考慮しながら検討していきます。

１ 公共施設については，住民の利便性の確保
と健全な行財政運営に努めるため，既存施設の有
効活用や統廃合，不用施設の除却等による適正な
配置と効率的な整備を進めていきます。

１ 公共施設については，住民の利便性の確保
と効率的活用及び健全な行財政運営に努めるた
め，適正な配置及び整備を進めていきます。



頁 項　目

４９頁 第７章　財政計画

【１　歳入】

(1)地方税

(2)地方交付税

(3)分担金及び負担金

(4)使用料及び手数料

(6)財産収入

(7)繰入金

(8)地方債

新町における財政計画は，歳入歳出の各項目ご
とに現況及び過去の実績，経済情勢等を勘案しな
がら推計し，合併後15年間について普通会計ベー
スで作成したものです。（平成25年度以前は決算
額，平成26年度は決算見込額，平成27年度以降は
推計額。）

　略

　略 　略

　略

　略 　略

(5)国庫支出金及び県支出金

　略 　略

　略 　略

　略 　略

合併算定替の段階的減少，及び公債費に係る交
付税措置の影響などを考慮して推計しています。

普通交付税における合併算定替の終了を反映し
た上で，これまでと同様の交付税措置がなされる
ものとして推計しています。

新町における財政計画は，歳入歳出の項目ごと
に現況及び過去の実績，経済情勢等を勘案しなが
ら推計し，合併後20年間について普通会計ベース
で作成したものです。（平成30年度以前は決算
額，令和元年度は決算見込額，令和2年度以降は推
計額。）

地方債については，各年度の普通建設事業に係
る通常債及び合併特例債，現行制度に基づく減税
補てん債，臨時財政対策債を見込んで推計してい
ます。

地方債については，各年度の普通建設事業に係
る通常債及び合併特例債，現行制度に基づく臨時
財政対策債を見込んで推計しています。

新 旧（現行）



頁 項　目

５０頁 【２　歳出】

(1)人件費

(2)物件費

(3)維持補修費

(4)扶助費

(5)補助費等

(6)公債費

(7)積立金

(8)繰出金

新 旧（現行）

公債費については，平成30年度以前の借入に伴
う償還額に，令和元年度以降の新たな借入に伴う
償還額を見込んで推計しています。

　略 　略

維持補修費については，公共施設の老朽化に伴
う費用が増加傾向にあることを踏まえ推計してい
ます。

維持補修費については，過去の実績を踏まえ推
計しています。

　略 　略

扶助費については，少子高齢化社会への対応か
ら歳出額は増加の傾向にあることから過去の実績
を踏まえ，人口の減少や高齢化等を勘案して推計
しています。

扶助費については，少子高齢化等に伴い，社会
保障関連経費が増加傾向にあることを踏まえ，過
去の実績を勘案して推計しています。

公債費については，平成25年度以前の借入に伴
う償還額に，平成26年度以降の新たな借入に伴う
償還額を見込んで推計しています。

積立金については，年度間の財源調整に必要な
財政調整基金等の積立を見込みます。なお，合併
特例債による基金造成については平成23年度以降
計上しています。

積立金については，年度間の財源調整に必要な
財政調整基金等の積立を見込みます。なお，合併
特例債による基金造成については平成28年度以降
計上してありません。

物件費については，事務管理経費を行財政改革
の取組で抑制することにより，平成25年度実績で
推計しています。

物件費については，事務管理経費を行財政改革
による取組で抑制しながら，令和元年度決算見込
で推計しています。

人件費については，議員定数は現行の16人と
し，職員数は，全会計で平成30年度331人を令和6
年度308人になるよう推移させ，普通会計職員数に
置き換え推計しています。

人件費については，議員定数は現行の16人と
し，職員数は，全会計で平成26年度339人を平成32
年度323人になるよう推移させ，普通会計職員数に
置き換え推計しています。



頁 項　目

５０頁 (9)投資・出資・貸付金

(10)普通建設事業費

(11)災害復旧事業費

　略

災害復旧事業費は，過去の実績等を踏まえ令和
元年度以降は一定額を計上しています。

新 旧（現行）

災害復旧事業費は，過去の実績等を踏まえ平成
26年度以降は一定額を計上しています。

　略 　略

　略



（財政計画　【変更前】）

  財政計画

　⑴　歳入 （単位：百万円）

区 分 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

１地方税 2,148 2,184 2,370 2,235 2,133 2,107 2,153 2,166 2,231 2,214 2,182 2,174 2,160 2,117 2,075

２地方譲与税 351 422 255 249 235 228 222 209 200 196 192 188 184 181 177

３利子割交付金 12 6 8 8 6 7 4 3 3 3 3 3 3 3 3

４配当割交付金 2 3 4 1 1 1 3 2 2 2 2 2 2 2 2

５株式等譲渡所得割交付金 2 3 2 0 0 1 0 0 4 4 4 4 4 4 4

６地方消費税交付金 249 247 239 218 225 224 218 215 213 209 205 201 197 193 189

７ゴルフ場利用税交付金 14 10 9 8 8 8 7 8 8 8 8 8 8 8 8

８自動車取得税交付金 69 73 68 63 39 33 27 34 30 31 31 31 31 31 31

９地方特例交付金 60 58 24 34 42 51 48 6 7 7 7 7 7 7 7

10地方交付税 6,158 6,042 6,136 6,282 6,445 6,818 6,610 6,545 6,573 6,189 6,058 5,816 5,574 5,333 5,093

11交通安全対策特別交付金 6 7 6 5 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4 4

12分担金・負担金 179 190 174 177 165 158 176 180 182 181 180 179 180 178 177

13使用料・手数料 245 230 238 229 223 221 219 197 197 188 188 188 187 187 187

14国庫支出金 1,241 1,502 1,417 1,167 2,136 1,486 1,372 1,177 1,346 1,309 1,288 1,277 1,226 1,215 1,204

15県支出金 2,197 2,383 1,837 1,198 1,092 1,300 1,205 1,527 1,229 1,217 1,201 1,190 1,156 1,146 1,136

16財産収入 34 51 112 78 95 138 124 63 67 71 71 71 71 71 71

17寄附金 1 2 0 2 1 9 1 2 24 2 2 2 2 2 2

18繰入金 776 707 1,086 830 576 366 269 558 972 522 321 321 420 620 619

19繰越金 288 316 345 416 524 414 482 442 519 700 522 487 449 394 318

20諸収入 290 446 526 364 513 634 477 470 416 420 420 420 420 420 420

21地方債 1,957 1,957 1,463 1,376 1,441 1,462 1,344 1,766 1,583 1,411 1,362 1,319 1,006 1,006 1,006

歳 入 合 計 16,279 16,839 16,319 14,940 15,905 15,671 14,966 15,574 15,810 14,888 14,251 13,892 13,291 13,122 12,733



（財政計画　【変更前】）

　⑵　歳出 （単位：百万円）

区 分 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

１人件費 3,206 3,103 3,158 3,055 2,879 2,762 2,832 2,776 2,642 2,626 2,600 2,574 2,548 2,523 2,498

２扶助費 1,400 1,464 1,403 1,382 1,442 1,784 1,833 1,901 1,901 1,919 1,959 1,997 2,037 2,078 2,120

３公債費 3,189 2,994 3,171 3,096 2,998 2,882 2,709 2,446 2,248 2,175 1,985 1,879 1,761 1,718 1,692

４物件費 1,502 1,352 1,216 1,227 1,352 1,224 1,257 1,231 1,215 1,215 1,215 1,215 1,215 1,215 1,215

５維持補修費 113 76 73 85 80 82 77 66 70 71 71 72 73 74 74

６補助費等 776 741 712 728 1,066 723 664 718 851 843 834 826 818 809 801

７積立金 31 418 701 541 797 1,029 788 726 843 600 300 100 100 300 300

８投資・出資金・貸付金 20 24 20 22 397 378 379 371 372 372 372 372 372 372 372

９繰出金 1,325 1,381 1,344 1,296 1,338 1,364 1,379 1,379 1,376 1,404 1,432 1,461 1,490 1,519 1,550

10投資的経費 3,730 2,891 2,146 2,146 2,644 2,230 1,833 2,646 2,758 2,400 2,290 2,280 1,870 1,861 1,851

11災害復旧事業費 392 1,716 1,509 354 99 271 324 245 131 200 200 200 200 200 200

歳 出 合 計 15,684 16,160 15,453 13,932 15,092 14,729 14,075 14,505 14,407 13,825 13,258 12,976 12,484 12,669 12,673



（財政計画　【変更後】）

 　財政計画

　⑴　歳入 （単位：百万円）

区 分 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

１ 地 方 税 2,148 2,184 2,370 2,235 2,133 2,107 2,153 2,166 2,231 2,468 2,379 2,381 2,535 2,581 2,615 2,590 2,517 2,483 2,463 2,394

２ 地 方 譲 与 税 351 422 255 249 235 228 222 209 200 192 201 201 200 204 216 216 216 222 222 222

３ 利 子 割 交 付 金 12 6 8 8 6 7 4 3 3 3 3 1 3 3 3 3 3 3 3 3

４ 配 当 割 交 付 金 2 3 4 1 1 1 3 2 2 9 6 3 4 4 4 4 4 4 4 4

５株式等譲渡所得割交付金 2 3 2 0 0 1 0 0 4 6 6 2 4 4 4 4 4 4 4 4

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 10 10 10 10 10

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 249 247 239 218 225 224 218 215 213 258 453 403 416 429 428 428 428 428 428 428

８ゴルフ場利用税交付金 14 10 9 8 8 8 7 8 8 9 9 8 9 9 9 9 9 9 9 9

９ 自 動 車 取 得 税 交 付 金
※(自動車税環境性能割交付金)

69 73 68 63 39 33 27 34 30 13 19 25 35 36 20 18 18 18 18 18

10 地 方 特 例 交 付 金 60 58 24 34 42 51 48 6 7 7 7 7 7 9 12 10 10 10 10 10

11 地 方 交 付 税 6,158 6,042 6,136 6,282 6,445 6,818 6,610 6,545 6,573 6,296 5,966 5,608 5,347 5,004 4,854 4,792 4,731 4,672 4,613 4,556

12交通安全対策特別交付金 6 7 6 5 5 5 5 4 4 3 4 4 4 3 3 3 3 3 3 3

13 分 担 金 ・ 負 担 金 179 190 174 177 165 158 176 180 182 174 167 156 147 118 118 117 117 116 116 115

14 使 用 料 ・ 手 数 料 245 230 238 229 223 221 219 197 197 198 203 196 191 187 186 186 184 183 183 182

15 国 庫 支 出 金 1,241 1,502 1,417 1,167 2,136 1,486 1,372 1,177 1,346 1,409 1,362 1,402 1,375 1,432 1,350 1,353 1,356 1,360 1,363 1,371

16 県 支 出 金 2,197 2,383 1,837 1,198 1,092 1,300 1,205 1,527 1,229 1,227 1,334 1,573 1,762 1,306 1,305 1,277 1,283 1,285 1,270 1,274

17 財 産 収 入 34 51 112 78 95 138 124 63 67 83 66 83 87 113 110 110 110 110 110 110

18 寄 附 金 1 2 0 2 1 9 1 2 24 10 13 46 69 99 100 100 100 100 100 100

19 繰 入 金 776 707 1,086 830 576 366 269 558 972 833 976 1,098 993 1,175 1,265 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

20 繰 越 金 288 316 345 416 524 414 482 442 519 703 692 533 903 697 470 418 467 441 386 346

21 諸 収 入 290 446 526 364 513 634 477 470 416 410 419 486 508 65 67 67 67 67 67 67

22 地 方 債 1,957 1,957 1,463 1,376 1,441 1,462 1,344 1,766 1,583 1,319 1,132 741 1,194 1,703 839 1,281 1,258 1,237 1,219 1,202

歳 入 合 計 16,279 16,839 16,319 14,940 15,905 15,671 14,966 15,574 15,810 15,630 15,415 14,957 15,793 15,181 13,978 13,996 13,895 13,765 13,601 13,428

　　※ R元年度以降においては，消費税率の引上げにあわせ，自動車取得税交付金が廃止され，自動車税環境性能割交付金が創設されることを考慮している。

　　※ R2年度以降においては，法人事業税交付金が創設されることを考慮している。



（財政計画　【変更後】）

　⑵　歳出 （単位：百万円）

区 分 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

１ 人 件 費 3,206 3,103 3,158 3,055 2,879 2,762 2,832 2,776 2,642 2,652 2,705 2,521 2,726 2,737 2,775 2,765 2,695 2,635 2,645 2,595

２ 扶 助 費 1,400 1,464 1,403 1,382 1,442 1,784 1,833 1,901 1,901 2,101 2,145 2,237 2,205 2,153 2,196 2,240 2,285 2,330 2,377 2,425

３ 公 債 費 3,189 2,994 3,171 3,096 2,998 2,882 2,709 2,446 2,248 2,175 1,968 1,839 1,683 1,565 1,439 1,405 1,413 1,451 1,370 1,346

４ 物 件 費 1,502 1,352 1,216 1,227 1,352 1,224 1,257 1,231 1,215 1,322 1,325 1,319 1,179 1,245 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250

５ 維 持 補 修 費 113 76 73 85 80 82 77 66 70 74 139 106 103 99 120 125 125 125 125 125

６ 補 助 費 等 776 741 712 728 1,066 723 664 718 851 820 953 920 973 934 936 938 940 941 943 945

７ 積 立 金 31 418 701 541 797 1,029 788 726 843 1,100 1,040 664 774 990 800 700 600 500 450 400

８投資・出資金・貸付金 20 24 20 22 397 378 379 371 372 371 359 341 332 23 24 24 24 24 24 24

９ 繰 出 金 1,325 1,381 1,344 1,296 1,338 1,364 1,379 1,379 1,376 1,607 1,670 1,634 1,537 1,451 1,466 1,480 1,495 1,510 1,525 1,540

10 普 通 建 設 事 業 費 3,730 2,891 2,146 2,146 2,644 2,230 1,833 2,646 2,758 1,919 1,893 1,739 2,826 2,931 1,780 1,744 1,709 1,675 1,642 1,641

11 災 害 復 旧 事 業 費 392 1,716 1,509 354 99 271 324 245 131 147 186 173 158 163 160 160 160 160 160 160

歳 出 合 計 15,684 16,160 15,453 13,932 15,092 14,729 14,075 14,505 14,407 14,288 14,383 13,494 14,496 14,291 12,946 12,831 12,696 12,601 12,511 12,451


